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○一関市創業資金臨時利子補給補助金交付要綱  

令和４年３月31日 

告示第154号 

改正 令和４年12月28日告示第582号 

（目的） 

第１ 新型コロナウイルス感染症の影響により経営安定に支障を生じている創業

者及び新型コロナウイルス感染症の感染拡大下で新たに創業する者を支援する

ため、第２に規定する対象資金に係る利子に対し、予算の範囲内で一関市補助

金交付規則（平成17年一関市規則第52号。以下「規則」という。）及びこの告

示により、創業資金臨時利子補給補助金（以下「利子補給金」という。）を交

付する。 

 （対象資金） 

第２ 利子補給金の交付の対象となる利子に係る資金（以下「対象資金」とい

う。）は、株式会社岩手銀行、株式会社東北銀行、株式会社北日本銀行、一

関信用金庫又は株式会社日本政策金融公庫の市内に所在する本店又は支店

（以下「取扱金融機関」という。）から融資を受けた、次の各号のいずれか

の資金とする。 

 ⑴ 一関市中小企業振興資金（開業資金に限る。） 

 ⑵ いわて起業家育成資金 

 ⑶ 株式会社日本政策金融公庫が行う創業に係る融資資金のうち、市長が別

に定めるもの 

（利子補給金の対象期間） 

第３ 利子補給金の交付の対象となる期間（以下「対象期間」という。）は、

令和４年４月１日から令和８年３月31日までとする。この場合において、こ

の告示の施行の日の前日までに対象資金の融資を受けた者にあっては、令和

４年４月から起算した連続する36月を限度とし、令和４年４月１日から令和

５年３月31日までに対象資金の融資を受けた者にあっては、当該融資を受け

た月から起算した連続する36月を限度とする。 

（利子補給金の対象者） 

第４ 利子補給金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、

次の各号のいずれにも該当する者とする。 

⑴ 平成31年４月１日から令和５年３月31日までに対象資金の融資を受けた
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者 

⑵ 市内で新たに創業しようとする者又は平成31年４月１日以後に創業した

者 

⑶ 本店の所在地（個人である場合にあっては、住所）が一関市内にある者 

⑷ 第６から第８までに規定する書類による申請日時点で事業を継続してい

る者。ただし、新たに創業しようとする者については、この限りでない。 

⑸ 一関市暴力団等排除措置要綱（平成28年一関市告示第69号）第２第６号

に規定する排除措置対象者でない者  

（利子補給金の額） 

第５ 利子補給金の額は、対象資金の融資を受けた交付対象者が対象期間に取

扱金融機関に支払った当該融資に係る利子（債務の履行を遅延した場合の遅

延分に係る利子は、利子補給金の額の算定の対象とはしない。）のうち、

国、県、市、他の団体等から受けた補助等の額を除いた額の 10分の10以内の

額とし、１年度当たり20万円、総額で60万円を限度とする。 

（利子補給の承認） 

第６ 利子補給金の交付を受けようとする者は、創業資金臨時利子補給承認申

請書（様式第１号）に必要書類を付して市長に提出し、市長の承認を受けな

ければならない。 

２ 前項の書類は、市長が別に定める期日までに提出するものとする。  

 （利子補給の承認の変更） 

第７ 利子補給金の交付を受けようとする者は、第６の規定により承認を受け

た内容に変更が生じたときは、創業資金臨時利子補給変更承認申請書（様式

第２号）に必要書類を付して市長に提出し、市長の承認を受けなければなら

ない。 

（提出書類及び提出期日） 

第８ 規則第４条及び第13条の規定による書類は、創業資金臨時利子補給補助

金交付申請書兼請求書（様式第３号）とする。 

２ 前項の書類は、市長が別に定める期日までに提出するものとする。  

（申請の取下げ期日） 

第９ 規則第８条第１項に規定する申請の取下げ期日は、利子補給金の交付の

決定の通知を受けた日から起算して７日以内とする。  

 （報告の徴収） 

第10 取扱金融機関は、交付対象者の第６の規定による承認を受けた利子補給
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に係る融資の毎月の状況に関して、別に定める様式により市に報告するもの

とする。 

２ 取扱金融機関は、交付対象者の第６の規定による承認を受けた利子補給に

係る融資に関し市長から報告を求められたときは、これに協力しなければな

らない。 

   制定文 抄 

 令和４年４月１日から施行する。 

   改正文（令和４年告示第 582 号抄） 

 令和４年度分の補助金から適用する。 

 

 

 

 

 

  


